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地
方
分
権
時
代
に
な
っ
て
、
自
治
体
は
自

ら
考
え
、
自
ら
行
う
と
い
う
独
自
性
、
自
発

性
を
持
つ
地
方
政
府
と
な
り
、
自
治
体
、
住

民
は
、
創
意
工
夫
を
凝
ら
し
て
自
ら
の
考
え

と
責
任
に
お
い
て
自
主
運
営
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。
市
民
参
画
、
自
主
協
働
性
を
重
ん

じ
る
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て
独
自
の
姿
勢
を

明
確
に
と
考
え
、
こ
の
課
題
と
し
て
自
治
基

本
条
例
に
つ
い
て
必
要
性
、
推
進
へ
の
取
組

み
等
研
究
検
討
を
重
ね
て
い
ま
す
。

４
月
19
日
駄
知
支
所
に
お
い
て
、
駄
知
町

地
域
産
業
活
性
化
委
員
会
と
の
懇
談
会
を
開

催
し
ま
し
た
。
地
域
活
性
化
へ
取
組
ん
で
い

る
市
民
の
声
、
活
動
ぶ
り
を
拝
聴
す
る
た
め

で
す
。
出
席
者
の
方
々
よ
り
活
性
化
委
員
会

の
立
ち
上
げ
に
つ
い
て
、「
駄
知
地
域
産
業
活

性
化
プ
ラ
ン
概
要
」
を
中
心
に
取
組
み
状
況

の
説
明
を
頂
き
ま
し
た
。
故
郷
に
残
さ
れ
た

産
業
、
歴
史
的
な
資
源
を
若
者
の
感
性
で
調

査
し
「
窯
風
の
里
マ
ッ
プ
」
を
作
成
し
て
い

ま
す
。
そ
の
活
動
に
つ
い
て
は
「
夢
づ
く
り
」

「
地
域
資
源
発
掘
と
利
活
用
」「
お
も
て
な
し
」

の
3
つ
の
チ
ー
ム
に
分
か
れ
て
計
画
作
成
に

取
組
ん
で
い
ま
す
。
ト
ラ
イ
ア
ル
事
業
と
し

て
、
ど
ん
ぶ
り
料
理
の
考
察
、
散
策
モ
デ
ル

コ
ー
ス
の
設
定
、
不
動
川
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
を

実
施
。
情
報
発
信
広
報
活
動
と
し
て
か
わ
ら

版
の
発
行
を
し
て
い
ま
す
。
活
動
に
若
者
の

情
熱
が
実
感
で
き
会
員
の
一
体
感
が
目
に
浮

か
び
ま
す
。
活
動
を
町
内
の
皆
様
、
来
訪
者

と
共
有
で
き
る
よ
う
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
も
実

施
し
て
い
ま
す
。

地
域
の
歴
史
文
化
を
受
け
継
ぐ
価
値
あ
る

遺
産
で
あ
る
「
旧
カ
ク
サ
邸
」
を
中
心
に
活

用
検
討
に
も
入
っ
て
い
ま
す
。
先
進
市
に
学

ぶ
た
め
有
松
、
有
田
町
へ
も
出
掛
け
、
先
人

の
知
恵
と
心
を
受
け
継
ぐ
た
め
に
県
外
か
ら

講
師
を
招
き
研
修
に
も
熱
が
入
っ
て
い
ま
す
。

「
地
域
活
性
化
は
お
も
て
な
し
だ
」
集
客
サ
ー

ビ
ス
の
取
組
み
、委
員
会
活
動
の
状
況
が
マ
ッ

プ
作
成
、
活
動
プ
ラ
ン
概
要
資
料
に
示
さ
れ

て
い
ま
す
。
活
動
継
続
に
あ
た
っ
て
は
Ｎ
Ｐ

Ｏ
等
法
人
格
を
持
っ
た
組
織
へ
の
移
行
、
メ

ン
バ
ー
増
強

が
必
要
と
訴

え
ら
れ
、
私

た
ち
も
側
面

か
ら
の
支
援

の
必
要
性
を

痛
感
し
ま
し

た
。

前
号
（
本
年
２
月
15
日
号
）
で
事
務
事
業

評
価
を
事
業
仕
分
け
方
式
に
変
更
す
る
よ
う

市
長
に
提
言
書
を
提
出
す
る
方
向
を
報
告
し

ま
し
た
。

そ
の
後
、
２
月
４
日
と
５
日
に
事
業
仕
分

け
を
実
施
し
た
埼
玉
県
の
草
加
市
と
富
士
見

市
を
視
察
し
、（
視
察
内
容
は
、
別
掲
載
を
参

照
し
て
く
だ
さ
い
。）
両
市
の
実
績
を
参
考
に

３
月
19
日
と
25
日
に
事
業
仕
分
け
方
式
の
あ

り
方
と
提
言
書
提
出
に
つ
い
て
さ
ら
に
議
論

を
重
ね
、
別
に
全
文
掲
載
し
た
「
事
務
事
業

評
価
に
対
す
る
申
入
書
」
を
提
出
す
る
こ
と

で
決
定
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
を
26
日
開
催
の
全
員
協
議
会
で

承
認
を
受
け
、
そ
の
日
の
う
ち
に
市
議
会
を

代
表
す
る
４
名
が
市
長
に
「
事
務
事
業
評
価

に
対
す
る
申
入
書
」
を
手
渡
し
ま
し
た
。

駄知町地域産業活性化委員会との懇談会

行
財
政
改
革
特
別
委
員
会

事務事業評価に対する申入書

行財政改革特別委員会は、平成 19 年 5 月に、行政改革や財政の健全
化に対する調査研究をするため、全議員一致のもと、設けられました。
それ以来、集中改革プランの検証や総合病院改革プランなど、当委員
会として、調査研究を行った上での申入れを行ってまいりました。
国政においては、民主党を中心とする連立政権が発足し、新たな取り
組み、システム作りが行われています。
その一つとして、昨年 11 月に 40 数事業に対する事業仕分けが行われ、

その結果を踏まえながら平成 22 年度予算編成が行われました。
この事業仕分けの作業状況は、テレビやインターネットで配信され国
民の多くが良としている世論調査の結果が、各新聞に大きく掲載をされ
ました。
12 月議会においては、多くの議員から本市での事務事業に対する事業
仕分けの導入についての一般質問が出され、答弁では、予算審議におけ
る議会の役割と仕分け結果については、議会のあり方そのものの問題と
もなり、導入を考えていないというものでありました。
その後行政視察において、既に事業仕分けを取り入れている埼玉県草
加市、富士見市を訪問し、異なる手法や導入への経緯及び問題点、今後
の見通しなどの実務を伺うなど研究をしてまいりました。
地方分権に対する流れや市民ニーズなど総合的な判断のもと、下記の
とおり、事務事業評価に対する申入れをいたします。

記
１．現在行われている内部での事務事業評価を大きく見直し、透明性の

一層の確保及び向上を図り、市民への周知と理解及び協力を得るた
め、市民代表を含む民間人による評価体制を早急に研究し、実施す
ること。

２．事務事業評価による評価結果を予算編成等に反映させること。
３．事務事業評価による評価結果と予算編成について、市民に対する説

明責任を果たすこと。

ま
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づ
く
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特
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活
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